
＊１ 気象庁「平成19（2007）年の世界と日本の年平均気温について」。2007年には、埼玉県熊
くま

谷
がや

市
し

と岐阜県多治見市
た じ み し

で
最高気温40.9℃を観測し、74年ぶりに国内最高気温が塗り替えられた。

＊２　IPCC第４次評価報告書で取り扱われた17研究機関23種類の全気候モデルによる温暖化実験に基づく整理結果
＊３　第２回環境省地球温暖化影響・適応研究委員会資料　
＊４ 気象庁「海面水位の長期変化傾向（日本近海）」によると、2006年までの100年間の九州・沖縄海域、日本海の中
部・南部、日本南方海域の海面水温上昇は0.7～1.6℃であり、世界全体の海面水温上昇0.5℃を上回る。

（我が国でも地球温暖化の影響とみられる現象を確認）
我が国では、この100年で年平均気温が1.1℃上昇＊１しており、特に1990年代以降高温とな

る年が頻出している。IPCC第４次評価報告書に基づく整理結果＊２によると、21世紀末まで
に我が国の平均気温は最大で4.7℃上昇し、大雨や猛暑日がふえると予測されている＊３。
このようななか、我が国の一部の農作物で高温障害等の発生が問題化しており、例えば、

水稲では白乳化したり粒が細くなる「白未熟粒」が多発し、特に九州地方で深刻化している
（表Ⅰ－９）。また、日本近海の海面水温も上昇しており＊４、主に東シナ海等で捕れる「サ
ワラ」が東北地方の太平洋側でも捕れるようになるなど、魚類の生息域の変化をうかがわせ
る事例もみられる。

（地球温暖化は我が国の農業にも大きく影響）
将来の地球温暖化が我が国の農業に与える影響については、これまでの研究結果から、一部地
域における水稲の潜在的な収量の減少、果樹の栽培適地の移動等が予測されている（図Ⅰ－41）。
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表Ⅰ－ 9 これまでに確認された高温障害等の被害発生状況

作目・品目 件数 主な影響（現象） 

水　稲 

野　菜 

 

果　樹 

 

花　き 

畜　産 

飼　料 

39府県＊注 

268 

40 

269 

64 

118 

56 

94

・白未熟粒の発生（7～8月：関東以西） 

・病害虫の多発（周年：全国） 

・着色不良（夏：東北以南） 

・果実の生理障害（7～翌1月：北海道を除く全国） 

・着色不良（7～11月：四国及び九州） 

・開花期の前進又は延遅（周年：全国） 

・暑熱による乳量低下や肥育での発育低下（夏：全国） 

・気温上昇に伴う牧草の夏枯れ発生（夏：全国） 

トマト 

 

かんきつ 

資料：農林水産省作成 
　注：高温障害対策レポート作成に当たって実施した調査「水稲の高温対策に関する都道府県の取組状況調査」の回答のうち、「全県的に問題化している」、 
　    「一部地域で問題化している」と回答した府県の合計 

図Ⅰ－41 地球温暖化が我が国の農業生産に与える影響

資料：農林水産省作成 
　注：1）複数のシナリオによる影響評価を、「2030年代に平均気温が1℃上昇、2060年代に3℃上昇（CO2濃度が250ppm上昇）する」と仮定したタイム 
　　　  テーブルに当てはめ取りまとめたもの 
　　　2）このタイムテーブルはIPCC報告書の「化石エネルギー源を重視する高成長社会シナリオ（気温が最も上昇）」における気温上昇を踏まえたもの 

水　稲 

りんご 

みかん 

2010年 2030
1℃ 

2050 2070
＋250ppm 
3℃ 

一
部
の
地
域
で
高
温
障
害
等
が
発
生
 

北海道が適地化 

主産地の一部が 
適地から外れる 

日本海沿岸が適地化 関東の平野部が適地化 

気温上昇により 
東北以南で8～15％減収 

気温上昇により 
北海道で13％増収 

主産地の一部が 
適地から外れる 

南東北沿岸部が適地化 

CO2増加により 
15％増収 

気温上昇により 
東北以南で0～10%減収 

移植日の最適化で 
5～20%増収 

CO2増加で不稔率増加 



（温暖化によって栽培適地が大きく移動する可能性）

水稲については、2060年代に全国平均で約３℃気温が上昇した場合、潜在的な収量が北海

道では13％増加、東北以南では８～15％減少することが予測されている。

また、りんごは、栽培適地が北上し、将来は新たな地域が栽培可能になる一方、現在の主

要な産地が気候的に不利になる可能性がある（図Ⅰ－42）
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図Ⅰ－42 地球温暖化が我が国の水稲とりんごの生産に与える影響

現　在 2060年代 

現　在 2060年代 

水稲：潜在的収量の変化 

りんご：栽培適地の移動 

資料：林・石郷岡・横沢・鳥谷・後藤（（独）農業環境技術研究所）「温暖化が日本の水稲栽培の潜在的特性に及ぼすインパクト」（2001年）、杉浦・ 
　　横沢（（独）農業・食品産業技術総合研究機構果樹研究所・（独）農業環境技術研究所）「年平均気温の変動から推定したリンゴ及びウンシュウミ 
　　カンの栽培環境に対する地球温暖化の影響」（2004年）を基に農林水産省で作成 
　注：1）上図の黒い部分は水稲栽培が行われていない地域 
　　　2）潜在的収量は、登熟期の気温と日照量に基づき算出したものであり、最適栽培期間を各地域において選択するなど理想的な条件で栽培を行 
　　　  った場合における理論上の収量 

800 
 
 
750 
 
 
700 
 
 
650 
 
 
600 
 

潜在的収量 
（kg/10 a） 
 

地球温暖化によるりんご栽培に適する年平均気温（7～13℃） 
の分布の移動。現在の値は1971～2000年の平均値。 

適地 
 
より高温の地域 
 
より低温の地域 
 



イ　京都議定書と削減目標達成に向けた取組
（京都議定書により基準年比６％の削減を約束）

世界の二酸化炭素排出量は約265億ｔ（2004年）であり、その６割を先進国が占めている。

米国の排出量が最も多く（全体の22.1％）、中国（同18.1％）、EU旧15か国（同12.8％）、ロシ

ア（同６％）、日本（同4.8％）、インド（同4.3％）と続いている＊１。

このようななか、京都議定書の第一約束期間（2008～12年）において、各国ごとに基準年

（原則1990年）に対する温室効果ガスの削減約束が定められており、先進国等で少なくとも

５％削減することが義務付けられている（図Ⅰ－43）。我が国は、同期間において、基準年

（原則1990年）に比べて６％の温室効果ガスの削減を約束している。

（基準年以降も二酸化炭素排出量が増加）

2006年の我が国の温室効果ガス排出量（速報値）は、基準年より6.4％増加して二酸化炭

素換算で13億４千万ｔ（CO2ｔ）であり、約束達成には12.4％の削減が必要となっている

（図Ⅰ－44）。

なお、温室効果ガス排出量の９割を占める二酸化炭素は、基準年より11.4％増加している

が、これは業務・家庭部門等で大きく増加（基準年比）していることが要因となっている。
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図Ⅰ－43 京都議定書による主な国・地域の温室効果ガス削減目標及び基準年比排出量

資料：国連気候変動枠組条約事務局「Greenhouse Gas Inventory Data」を基に農林水産省で作成 
　注：米国は京都議定書未批准 

先進国 EU スイス 米国 カナダ 豪州 日本 アイスランド ノルウェー 

削減目標 
－5

－2.7

－8

－1.5

－8 －7 －6 －6－10

0

10

20

30
％ 

1.7

16.3

25.3

1

8.8

25.6

10.5
6.4

基準年比排出量 
（2005年、日本は2006年（速報値）） 

8 10

図Ⅰ－44 我が国の温室効果ガス排出量の推移

百万CO2ｔ 
1,400

1,300
1,261

1,344 1,348 1,360 1,357 1,360
1,342

1171,200

1,100

0

資料：（独）国立環境研究所地球環境研究センター温室効果ガスインベントリオフィス「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」（2007年5月公表）、 
　　環境省「2006年度（平成18年度）の温室効果ガス排出量速報値について」を基に農林水産省で作成 
　注：その他は、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン類（HFCs）、パーフルオロカーボン類（PFCs）、六ふっ化硫黄（SF6） 
　　 

1990年 
基準年 

95 03 04 05 06 
（速報値） 

2000

116

その他 

CO2

91
74 69 66

67

1,144
1,228

1,257 1,286 1,288 1,293
1,275

＊１ （財）日本エネルギー経済研究所計量分析ユニット「EDMC/エネルギー・経済統計要覧」（2007年）



（京都議定書の６％削減約束達成のため、対策・施策を強化）

京都議定書の６％削減約束の達成に向けて、京都議定書目標達成計画（2005年４月閣議決

定）で目標とされている森林吸収源対策3.8％、京都メカニズム（排出権取引等）1.6％の確

保のほか、7.0％の排出削減を行うことが必要となっている（図Ⅰ－45）。

2008年３月には、同計画の評価・見直しが行われ、京都議定書の６％削減約束を達成する

ための対策・施策が強化され、閣議決定された。

（農業分野から排出される温室効果ガスの一層の削減も必要）

農業分野から排出される温室効果ガスは、主として家畜排せつ物や水田からのメタン、施

肥等による土壌からの一酸化二窒素であるが、2005年度の排出量は2,741万CO2ｔで、農林業

から排出される二酸化炭素と合わせると、3,605万CO2ｔとなっている（図Ⅰ－46）。メタン

等その他のガスは基準年から14.9％減少しているものの、二酸化炭素については、基準年か

ら12.4％増加している。農業分野から排出される温室効果ガスは、基準年以降全体として減

少傾向にあるが、京都議定書の削減目標達成に向け、より一層の排出削減を図る必要がある。

また、新たな京都議定書目標達成計画では、農業分野では、施設園芸・農業機械における

二酸化炭素排出削減対策や農地から発生するメタン、一酸化二窒素の排出削減対策が追加対

策として位置付けられた。
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図Ⅰ－46 農業分野における温室効果ガス排出量の推移

資料：（独）国立環境研究所地球環境研究センター温室効果ガスインベントリオフィス「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」（2007年5月公表） 
　注：農林業からの二酸化炭素排出量には、運送によるものを含めない。 

1990年 
基準年 

92 95 98 2001 04 05

万CO2ｔ 
4,000

3,000

2,000

1,000

0

農用地の土壌（N2O） 

稲作（CH4） 

農林業（CO2） 

家畜排せつ物管理 
（CH4＋N2O） 

家畜消化管内発酵 
（CH4） 

農作物残さ、野焼き 
（CH4＋N2O） 

694

3,916 3,942 3,877 3,783 3,706 3,670 3,605

720

577

721

704

864

729

575

726

709

914

737

585

743

731

891

750

627

768

744

874

794

713

801

758

792

844

710

854

779

734

21 21 19 19 17 17

868

700

866

764

23

図Ⅰ－45 我が国の温室効果ガス排出量と排出削減約束

資料：環境省「2006年度（平成18年度）の温室効果ガス排出量速報値について」を基に農林水産省で作成 

1990年 
基準年 

2006 
（速報値） 

京都議定書削減約束期間 
（2008～12） 

百万CO2ｔ 
1,400

1,300

1,200

0

12.4％の削減が必要 
うち 
排出削減　　　   7.0％ 
森林吸収源対策　3.8％ 
京都メカニズム　1.6％ 
（排出権取引等） 

京都議定書約束 
基準年比6％削減 

6.4％増加、うち二酸化炭素は95％を占める 
二酸化炭素排出量の内訳 
　産　業　部　門：36％　運　輸　部　門：20％ 
　業務・家庭部門：31％　そ　の　他　　：13％ 



ウ　農林水産分野における地球温暖化対策の総合的な推進
（農林水産省地球温暖化対策総合戦略を策定）

農林水産分野における地球温暖化対策の加速化を図る観点から、2007年６月に「農林水産

省地球温暖化対策総合戦略」が策定された（図Ⅰ－47）。同戦略では京都議定書の６％削減

約束の達成に貢献するため、森林吸収源対策等既に京都議定書目標達成計画で数値目標が設

定されている施策に加え、施設園芸や農業機械の温室効果ガス排出削減対策や、環境保全型

農業の推進による施肥量の適正化・低減、漁船の省エネルギー対策で新たな数値目標を設定

し、施策を推進するなど地球温暖化防止策を推進することとされている。また、今後避ける

ことができない地球温暖化に対応するため、暑さに強い品種の開発、農林水産業に与える影

響予測等、地球温暖化適応策を推進するとともに、我が国の技術を活用した国際協力を推進

することとされている。

（品目別に適応技術の普及・指導等を実施）

現在発生している農作物への被害状況や影響等を的確に把握・分析し、必要な技術や対応

方針の普及・指導を推進していくため、農林水産省では、これまでの全国調査の結果や研究

機関における技術開発の成果等を踏まえ、2007年６月に「品目別地球温暖化適応策レポー

ト・工程表」を取りまとめ、生産現場への普及指導を行っている（図Ⅰ－48）。
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図Ⅰ－47 農林水産省地球温暖化対策総合戦略のポイント

①削減目標値の達成に向け施策を加速化 
　○森林吸収源対策 
　○バイオマス資源の循環利用 
　○食品産業等の環境自主行動計画 
②新たな削減目標値の設定と達成に向けた施策を推進 
　○施設園芸･農業機械の温室効果ガス排出削減対策 
　（2010年度までに年間約17万4千CO2 t削減） 
　○環境保全型農業の推進による施肥量の適正化・低減 
　（2010年度までに年間約18万1千CO2 t削減） 
　○漁船の省エネルギー対策 
　（2010年度までに年間約4万7千CO2 t削減） 
③その他の排出削減の取組を推進 
　（農業農村整備事業の対策、地産地消の推進、技術開発等） 

資料：農林水産省作成 

農林水産分野における地球温暖化対策を総合的に推進し、地球環境保全に積極的に貢献する農林水産業を実現 

地球温暖化防止策 地球温暖化適応策 

農林水産分野の国際協力 

①地球温暖化適応策の推進 
　・既存技術の生産現場への普及・指導 
　・新たな技術の導入実証 
　・影響評価に基づく適応策の推進 
②技術開発等の推進 
　・生産安定技術の開発（高温耐性品種の育成等） 
　・農林水産業への影響に関する予測研究 
　・影響予測に基づく適応技術の開発 

①違法伐採対策等の持続可能な森林経営の推進 
②我が国の人材・技術を活用した協力 

図Ⅰ－48 「品目別地球温暖化適応策レポート・工程表」の概要

（2）工程表 

　レポートと同様の品目に 
対し、今後、技術開発が必 
要と考えられる研究課題、 
取り組む必要がある行政課 
題を短期・中期・長期に分 
けて、都道府県の意見も踏 
まえ、整理。 
※短期（今後3年以内） 
　中期（2030年ごろまで） 
　長期（2030年以降） 

項目 当面の適応策 今後の対応方針 

内容 

○構　　成 

生産現場に 
おける現象 

地球温暖化の影響 
と思われる高温障 
害等生産現場での 
現象を記載 

○浮皮の発生 
 
○日焼け果の増加 

○カルシウム剤の 
　施用 
○表層摘果の実施 

○発生機構の解明 
○被害軽減栽培管 
　理方法の開発 

生産現場に対し導 
入可能な既存技術 
に基づく当面の適 
応策を記載 

今後、実施すべき 
研究開発、行政に 
より取り組むべき 
課題を記載 

資料：農林水産省作成 

・水稲 
・麦類 
・大豆 
・りんご 
・なし 
・ぶどう 
・うんしゅうみかん 
・肉用牛、乳用牛 

・トマト 
・いちご 
・花き 
・茶 
・飼料作物 

13品目 

（1）適応策レポート 

○作成した品目 

具体例 

うんしゅ 
うみかん 



（暑さに強い品種の開発や栽培体系の見直し等の研究開発が必要）

さらに、既に発生している農作物被害や将来懸念される農作物被害等に対処するため、稲、

果樹等の作物別に暑さに強い品種の開発を行うとともに、栽培体系の見直し、品種転換の実

施に向けた検討を行うなどの取組が推進されている。例えば、（独）農業・食品産業技術総

合研究機構九州沖縄農業研究センターが開発した新品種「にこまる」は、九州の主力品種

「ヒノヒカリ」と同レベルの食味と、高温でも安定した玄米品質、多収性をもっており、既

に「にこまる」への品種転換を開始した地域もみられる（図Ⅰ－49）。

（農地も二酸化炭素吸収により地球温暖化防止に貢献）

土壌は、地球規模での炭素の循環・貯留の場として重要な役割を果たしており、土壌に保

存される２兆ｔの炭素の４割は農林業の影響下にあるといわれている（図Ⅰ－50）。また、

有機物の施用、不耕起栽培、多毛作、木炭等土壌改良資材の施用等の適切な土壌管理が炭素

の貯留に効果があると指摘されている。

今後、農地は適切な管理により、土壌中の炭素を増加させることで、温室効果ガス排出削

減または吸収源として貢献する可能性を有しており、地球温暖化の防止に貢献する農地の管

理手法を開発することが求められている。
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図Ⅰ－49 地球温暖化へ適応する品種の開発例（水稲：「にこまる」）

にこまる 

整粒 
74

白未熟粒 
9

整粒 
39

白未熟粒 
49

その他 
12

その他 
17

ヒノヒカリ 

資料：長崎県総合農林試験場 

図Ⅰ－50 世界の土壌、大気における炭素ストック量の推定

土壌有機炭素ストック 
2兆 t（表層1m） 

〔うち、4割が農林業の影響下〕 

世界の二酸化 
炭素排出量 
72.3億 t

植物体バイオマス 
5,000億 t土壌―大気間で 

600億 t /年の交換 

化石燃料の燃焼 
等に伴う排出 

大気中炭素ストック 
7,600億 t

資料：OECD「土壌有機炭素に関する専門家会合報告書」（2002年）、（財）日本エネルギー経済研究所計量分析ユニット「EDMC/エネルギー・経済 
　　統計要覧」（2007年）を基に農林水産省で作成 
　注：図中の重量は炭素換算の値 



（食品産業からの温室効果ガス排出削減も重要）

食品製造業からは、我が国の温室効果ガス総排出量の1.1％に当たる1,458万CO2ｔ（2006年

度）の二酸化炭素＊１を排出している。この排出量の約半分を占める食品製造業16団体は団

体ごとに自主行動計画＊２を策定し、削減目標を定めており、農林水産省はその達成を確実

なものとするため、毎年度、フォローアップを実施している。

また、一層の排出削減を図るため目標値の引上げや策定業種の拡大等が推進されている。
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環境負荷の少ないライフスタイルの実践

私たちの食生活は、膨大なエネルギー消費のうえに成り立っています。言い換えれば、食事を通じて間接

的に多くの二酸化炭素の排出を行っています。では、実際にはどのくらいの量のエネルギーを使っているの

でしょうか。2つの指標を紹介します。

（1）フード・マイレージ
我が国は世界最大の農産物輸入国であり、食料輸送量に輸送距離を乗じた「フード・マイレージ」の概念

に基づく試算では、我が国のフード・マイレージは約9千億 t・kmと試算され、他国と比べて格段に多くな

っています。その結果、国内輸送による二酸化炭素排出量900万CO2 t の約1.9倍に相当する 1,700万CO2 tが

食料輸入により排出されると試算されています。

（2）ライフサイクルアセスメント
食品の生産（農林水産業）から消費・廃棄物処理に至る過程で必要となる燃料エネルギーの総量を、ライ

フサイクルアセスメント（LCA）手法により分析すると、お米は6,330kcal/kg、パン類は9,510kcal/kg、め

ん類は15,040kcal/kgとなります。

フード・マイレージや燃料エネルギー消費量を減らすことで、二酸化炭素排出量を削減することが可能で

す。低環境負荷のライフスタイルを実践するには、一人ひとりが食生活を見直すことも重要です。

各国のフード・マイレージ お米､パン類､めん類にかかる燃料エネルギー量 

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

資料：中田哲也「フード・マイレージ」（2007年9月、日本評論社）、久守藤男「飽食経済のエネルギー分析」（2000年3月、農山漁村文化協会）を 
　　基に農林水産省で作成 
　注：1）フード・マイレージについては、例えば、温室栽培で国内生産を行った方が海外からの輸送によって輸入を行うよりも二酸化炭素排出量 
　　  　が多くなる場合があるなど、輸送以外の要因も含めて環境負荷の判断を行うべきとの指摘（英国環境・食料・農村地域省）があることに留 
　　  　意する必要がある 
　　　2）LCAとは、製品の材料調達段階から廃棄に至る各段階におけるエネルギー（燃料）・資源の投入と排出を把握し、製品・サービスの環境 
　　  　への負荷を分析・評価し、負荷の少ない生産への移行を検討する手法 

日本 韓国 米国 英国 ドイツ お米 パン類 めん類 

農業 

1,7181,880

2,9583,172

9,002
16,000

14,000

12,000

10,000

kcal/kg億 t・km

8,000

6,000

4,000

2,000

0

加工 

流通 

家庭 

し尿処理 

＊１ 食品製造業から排出されている二酸化炭素は、大別するとエネルギー起源（燃料の燃焼で発生・排出されるもの）
と非エネルギー起源（廃棄物の焼却等）があるが、ここでいう二酸化炭素はこのうちエネルギー起源のもの

＊２　食品産業ではこのほか、食品流通業１団体、外食産業１団体が計画を策定



エ　バイオマス利活用の加速化
（バイオマスは再生可能な生物由来の有機性資源）

バイオマスは生物が合成した有機物であり、生命と太陽がある限り枯渇しない資源である。

また、バイオマスを燃焼する際に放出される二酸化炭素は、生物の成長過程で大気から吸収

されるものであるため、大気中の二酸化炭素を増加させない「カーボンニュートラル＊１」

という特性を有している。バイオマスの利活用は、地球温暖化防止や循環型社会の形成に役

立つといわれ、農林水産業の新たな領域を開拓するとともに、エネルギー問題にも対応でき

るため、政府全体で積極的に推進することとされている（図Ⅰ－51）。

（世界各地でバイオ燃料の取組が進展）

近年、地球温暖化や原油価格の高騰を背景に世界各国でバイオ燃料の生産、利用が進めら

れている（表Ⅰ－10）。このうち、主にとうもろこしやさとうきびを原料に生産されるバイ

オエタノールの生産量は、5,132万kr（2006年）とこの５年間で1.6倍に増加しており、米国

（全生産量の39％）、ブラジル（同35％）の２か国で世界の生産量の７割（3,768万kr）を占め

ている＊２。また、主になたね油や大豆油から精製されるバイオディーゼル燃料は、欧州が

世界の生産量の76％（362万kr、2005年）を占めており、輸送用燃料として利用されている＊３。

＊１　［用語の解説］を参照
＊２　F. O. Licht「World Ethanol & Biofuels Report」
＊３　BIOFUEL BAROMETER2006 55
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図Ⅰ－51 主なバイオマスの分類例

廃棄物系バイオマス 未利用バイオマス 

資源作物 

・糖質資源（さとうきび、てん菜等） 
・でんぷん資源（米、とうもろこし等） 
・油脂資源（なたね、大豆等） 

林地残材 
（間伐材、被害木等） 

農作物非食用部 
（稲わら）（麦わら） 

家畜排せつ物 食品廃棄物 

下水汚泥、黒液 製材工場残材、建設廃材 

資料：農林水産省作成 

表Ⅰ－10 世界のバイオエタノールへの取組

資料：F. O. Licht「World Ethanol & Biofuels Report」、エコ燃料利用推進会議資料を基に農林水産省で作成 
　注：ETBE（エチル・ターシャリー・ブチル・エーテル）は、石油製造過程の副産物であるイソブテンとバイオエタノールから製造されるガソリン添加剤 

導入方法 直接混合 

1,783万kR

さとうきび 

20～25％で義務化 
＊100％も一部 
　で導入 

10％（ミネソタ、ハワイ、モンタナ、ミズー 
リ、ワシントンの5州で義務化） 
＊ミズーリ、ワシントン州は2008年より施行 

上限3％（揮発油 
等の品質の確保等 
に関する法律） 

2011年度に単年度 
で5万kR、2030年 
ごろまでに大幅な 
生産拡大を目指す 
（農林水産省試算 
では600万kR可能）。 

エタノール分で上限 
約3％ 

混合率20％を基 
本としてエタノ 
ールの供給状況 
に応じて、20～ 
25％の間で変更 
可能。 

2007年エネルギー法： 
バイオ燃料等の再生可能燃料の使用量を2022 
年までに360億ガロン（約1億４千万kR）に増 
加。このうち6割である210億ガロンについて 
セルロース系原料由来バイオ燃料等の次世代 
バイオ燃料を導入。 

EU自動車用バイオ燃料 
導入指令： 
輸送用燃料全体に占め 
るバイオ燃料の割合を 
2005年に2％、2010年 
に5.75％とする。 

ブラジル 

直接混合 

1,985万kR

とうもろこし 

米国 

ETBE

43万kR

ライ麦、小麦 

ドイツ 

直接混合、ETBE

30kR

さとうきび糖みつ、 
建設廃材等 

日本 

原材料 

混合率 

導入目標／義務 

バイオエタノール 
生産量（2006） 



（将来的に国産バイオ燃料の大幅な生産拡大を目指す）

我が国では、国産バイオ燃料の本格導入に向けて、2007年２月に「国産バイオ燃料の大幅

な生産拡大に向けた工程表」が作成されており（図Ⅰ－52）、今後、技術開発や実証等を通

じバイオ燃料の利用率を向上させ、2011年度に単年度で国産バイオ燃料５万kr、長期的に

は2030年ごろまでに大幅な生産拡大を図ることを目指している（農林水産省試算では600万

kr可能）。

（技術開発や資源作物の開発が重要）

国産バイオ燃料の大幅な生産拡大には、食料供給と競合しない稲わら、間伐材等のセルロ

ース系原料からエタノールを効率的に生産する技術開発をはじめ（図Ⅰ－53）、原料の収集、

運搬コストの低減やエタノールを大量に生産できる作物の開発といった、様々な課題を克服

しつつ、取り組む必要がある。
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図Ⅰ－52 バイオ燃料生産拡大工程表のポイント

技術開発 

制　　度 

原料と生産可能量 

①収集・運搬コストの低減……山から木を安くおろす、稲わらを効率良く集める機械等を開発 
②資源作物の開発………………エタノールを大量に生産できる作物を開発 
③エタノール変換効率の向上…稲わらや間伐材等からエタノールを大量に製造する技術を開発 

・糖質・でんぷん質 
（規格外農産物・副産物） 

現在 
30kR

欧米、ブラジルの制度を踏まえ、国内制度を検討 

資料：農林水産省作成 

2011年 
5万kR

2030年ごろ 
大幅な生産拡大 

＊農林水産省試算  600万kR

2007年から大規模実証を開始 

バイオ燃料の利用率の向上 

・セルロース系（稲わら、間伐材　等） 
・資源作物 

【米国】2022年に360億ガロン 
（1.3億kR、日本（600万kR）の22倍）を目標 

…
…
… 

…
…
… 

…
…
… 

資料：農林水産省作成 

破砕 

セルロース系 
（稲わら、間伐材等） 

糖化 

酸による 
加水分解 

発酵 

組成（稲わら） 

セルロース 
（6炭糖） 
45％ 

ヘミセルロース 
（5炭糖と6炭糖の結合体） 

30％ 

その他 
（リグニン等） 

25％ （セルロース等を単糖化） 

蒸留脱水 エタノール 

「でんぷん」であれば、酵素により糖化できるが、セルロース等は、 
加水分解が一般的なため、技術的な障壁が比較的高い。 

濃度99.5％以上の 
無水エタノール 

実用化に向けて 
技術開発が必要 

図Ⅰ－53 セルロース系原料からのエタノール生産工程



（全国８か所において国産バイオ燃料の実証事業を開始）

農林水産省では、2007年度より計全国８か所（バイオエタノールで３か所、バイオディー

ゼルで５か所）において、原料の調達から利用まで一貫した実用的規模での取組を開始して

いる（図Ⅰ－54）。また、バイオ燃料の普及については、実証事業に加え、バイオ燃料の原

料を生産する農林漁業者と燃料製造業者の連携等を図るため、税制措置をはじめとした支援

を行うこととされている。

（バイオマスタウン構築を一層加速化していく必要）

バイオマスタウン構想とは、関係者の連携のもと、地域内において食品残さや家畜排せつ

物をたい肥化したり、建設廃材や林地残材等から発電するなど、バイオマス資源の循環利用

の促進を図るものである。2010年までに300程度の市町村での構築が目標とされているが、

これまで、136の市町村（2008年３月末時点）が構想を公表している。

この目標が達成されれば、京都議定書の６％削減約束の0.1％に相当する約100万CO2ｔの

温室効果ガス排出削減が見込まれているため、達成に向けて一層の加速化が必要であり、都

市地域を含め全国レベルでの取組が重要である。
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図Ⅰ－54 バイオ燃料地域利用モデル実証事業採択地域

資料：農林水産省作成 
　注：1）赤網掛けはバイオエタノール混合ガソリン事業を示す。 
　　　2）青塗りはバイオディーゼル燃料事業を示す。 

オエノンホール 
ディングス（株） 

設置場所：北海道苫小牧市 
施設能力：1.5万kR/年 
原　　料：米 

とま　こ　まい　し 

JA全農 

設置場所：新潟県新潟市 
施設能力：0.1万kR/年 
原　　料：米 

にいがた　し 

福井BDF（株） 

設置場所：福井県永平寺町 
施設能力：750kR/年 
原　　料：廃食用油 

えいへい　じ　ちょう 

（株）フチガミ 

設置場所：福岡県久留米市 
施設能力：600kR/年 
原　　料：廃食用油 

く　る　め　し 

西田商運（株） 

設置場所：福岡県新宮町 
施設能力：0.2万kR/年 
原　　料：廃食用油 

しんぐうまち 

エコデス（株） 

設置場所：東京都江戸川区 
施設能力：120kR/年 
原　　料：廃食用油 

え　ど　がわ　く 

サンケァフューエルス（株） 

設置場所：茨城県土浦市 
施設能力：300kR/年 
原　　料：ひまわり 

つちうら　し 

北海道バイオ 
エタノール（株） 

設置場所：北海道上川郡 
　　　　　清水町 
施設能力：1.5万kR/年 
原　　料：てん菜、小麦 

かみかわぐん 

し　みずちょう 

都市地域でのバイオマスタウンの取組 事 例

人口21万人の地方都市である新潟県上
じょう

越
えつ

市
し

は、2005年7月
にバイオマスタウン構想を公表した。地元企業の出資により
設立されたベンチャー企業である「アグリフューチャーじょ
うえつ」において、間伐材、古々米、籾殻を主原料とする新
たな樹脂の開発・商品化に取り組んでいる。
これまでに、間伐材を用いた樹脂製のトレーが上越市内の

給食用に導入されたほか、古々米を原料とする指定ごみ袋等、
製品としての利用が進んでいる。このほか、バイオガス化施
設、汚泥乾燥施設、バイオディーゼル燃料化施設、木質変換
施設等により農村部・都市部を有機的に結び付けることで、
エネルギー及び資源の「地産地消」を目指している。

上越市 
新潟県 

群馬県長野県 富山県 

間伐材・古々米を主
原料とするトレー 給食に導入されているトレー



（２）生物多様性の保全に向けた取組

ア　生物多様性に配慮した農業生産の推進
（1992年に生物多様性条約を採択）

熱帯雨林の急激な減少や種の絶滅の進行への危機感、さらには人類存続に不可欠な生物資

源消失への危機感を背景として、生物全般の保全に関する包括的な国際的枠組みを設けるた

め、1992年の地球サミット（国連環境開発会議）にあわせて、生物多様性条約が採択された。

同条約の目的は、「生物多様性の保全」と「その持続可能な利用」、「遺伝資源から得られる

利益の公正かつ衡平な配分」である。

同条約では、生物多様性をすべての生物の間に違いがあることと定義しており、また、生

態系、種、遺伝子という３つのレベルでの多様性があるとしている（図Ⅰ－55）。現在、地

球上には３千万種ともいわれる多様な生物が、それぞれ個性をもちつつ、互いに様々な関係

でつながって生息している。人類も生物の一員としてそのつながりのなかで生きており、生

物多様性の恵みがあってはじめて生存できる。しかし、近年、人類の活動は多くの生物を絶

滅させており、この数百年で、絶滅スピードが著しく加速しているといわれている。

（2007年に第三次生物多様性国家戦略を策定）

2002年に開かれた締約国会議では、「2010年までに生物多様性の損失速度を顕著に減少さ

せる」という2010年目標が採択された。同条約の締約国は、我が国を含む190か国（欧州共

同体を含む。2008年４月現在）となっており、また、2007年のG8ハイリゲンダム・サミッ

トの首脳宣言でも、生物多様性の決定的な重要性と2010年目標達成のための努力の強化が盛

り込まれるなど、生物多様性は、地球温暖化と並ぶ地球環境問題として、国際的な関心事項

となっている。

我が国においては、生物多様性条約は1993年に締結され、同条約に基づき「生物多様性国

家戦略」が1995年に初めて策定された。その後、二度にわたる同戦略の見直しが行われ、

2007年11月に「第三次生物多様性国家戦略」が閣議決定された。
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図Ⅰ－55 ３つのレベルの生物多様性

農地 草地 森林 海洋 

コウノトリ 

例えば、ゲンジボタルは、中部山岳地帯を境に発光周期が違い、 
西側では2秒、東側では4秒となっている。 

カエル スギ イサキ 

生態系の多様性 

種の多様性 

遺伝的多様性 

農業の生態系、森林の生態系、 
海洋の生態系等、様々な生態 
系が存在することをいう。 

様々な種類の動物、植物等が 
生息・生育していることをい 
う。 

同じ種のなかでも、個体ごと 
に遺伝子が様々であることを 
いう。 

生物は、すべて独自の遺伝子をもち、農作物の改良等に実用価値をもつ可能性がある 
ことから、遺伝資源とも呼ばれる。 

資料：農林水産省作成 



（生物多様性の保全にとって農林水産業の営みが重要な役割）
我が国の国土の大部分は、農地や人工林、草地等人の手が加えられて持続的に維持されて
いる環境である。つまり、農林水産業の営みが、人々にとって身近な自然環境を形成し、多
様な生物が生息・生育するうえで重要な役割を果たしてきた。したがって、我が国の生物多
様性の保全のためには、農林水産業の在り方とその果たす役割を考えることが非常に重要で
ある。同時に、安全で良質な農林水産物を供給する農林水産業や農山漁村の維持・発展のた
めにも生物多様性の保全は不可欠である。
このため、生物多様性の保全を重視した農林水産業を強力に推進するため、「農林水産省

生物多様性戦略」が2007年７月に策定された（図Ⅰ－56）。同戦略では、４つの基本方針に
基づき、森林、田園地域・里地里山、里海・海洋の保全、森・川・海の生態系全体を通じた
生物多様性の保全等農業、林業、水産業が一体となって国土の生物多様性の保全を推進する
こととされている。また、その内容は、「第三次生物多様性国家戦略」にも反映されている。

（生物多様性は食料の安定供給と農業・農村の活性化に貢献）
持続可能な農業と生物多様性は、生態系を介して、密接に関係しあっている。また、生物
多様性は、有用な遺伝資源の確保や地域固有の多様な伝統文化の源となることを通じて、安
全で良質な食料の安定供給や農業・農村の活性化に貢献している（図Ⅰ－57）。
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図Ⅰ－56 農林水産省生物多様性戦略のポイント

①生物多様性保全をより重視した農林水産施策の推進、②国民各層に対する農林水産業及び生物多様性への理解の促進、 
③多様な主体による地域の創意工夫を活かした取組の推進、④農林水産業を通じた地球環境の保全への貢献 

基本方針 

これまで これから 

①農林水産業の活動が生物多様性に与える 
　負の影響 

○田園地域・里地里山の保全 

○森林の保全 

○里海・海洋の保全 

○森・川・海を通じた生物多様性保全の推進 

○遺伝資源の保全と持続可能な利用の推進 

○農林水産分野における地球環境保全への貢献 

○農林水産業の生物多様性指標の開発 

・有機農業をはじめとする環境保全型農業の 
　推進（冬期湛水による生物多様性保全）等 
・生物多様性に配慮した生産基盤整備（環境 
　との調和に配慮した水路）等 
・野生鳥獣被害対策（鳥獣の隠れ場所となる 
　農地に接する藪などを刈り払い）等 

・間伐等適切な森林の整備・保全 
・優れた自然環境を有する森林の保全・管理　等 

・藻場・干潟の保全 
・生物多様性に配慮した海洋生物資源の 
　保存・管理　等 

②担い手の減少による農林水産業の活動の 
　停滞（耕作放棄地の増加等）に伴う 
　生物多様性に与える負の影響 

○不適切な農薬・肥料の使用 
 
○経済性や効率性を優先した 
　農地・水路の整備 

○種の減少 
 
○鳥獣被害の深刻化 
 

資料：農林水産省作成 

○埋め立て等による藻場・干 
　潟の減少 

〔三面張りの水路〕 

〔沿岸の埋め立て〕 
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に
基
づ
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進
 

〔田んぼに集う生き物〕 

＋自然の 
　物質循環 

健全な生態系（自然循環機能を利用 
して動植物をはぐくむ活動である農 
業の基盤）を維持 

生物の生息・生育 
環境の提供、特有 
の生態系の形成・ 
維持 

生物多様性 

持続可能な農業の 
維持・発展 

有用な遺伝資源 

地域固有の多様な伝統文化の源 

○安全で良質な食料の安定供給 
○農業・農村の活性化等 

資料：農林水産省作成 

図Ⅰ－57 生物多様性と食料・農業・農村の関係



（環境保全型農業の推進が必要）

田園地域や里地里山は、身近な自然環境であり、多様な野生生物が生息・生育する生物多

様性の豊かな空間であることから、適切な農業生産活動を通じてその保全を図っていくこと

が重要である。しかし、農薬や肥料の不適切な使用は、田園地域や里地里山の自然環境だけ

でなく、河川等を通じて水質を悪化させ、漁場環境へも悪影響を与えるなど、生物多様性へ

の広範な影響が懸念される。

このため、田園地域や里地里山の生物多様性をより重視した環境保全型農業を推進し、生

き物と共生する農業生産の推進を図る視点で取組を進める必要がある（図Ⅰ－58）。

（エコファーマーは着実に増加）

環境保全型農業の推進を図るためには、農薬や

肥料といった生産資材が適正に使用されることが

重要である。

このため、「農林水産省生物多様性戦略」にお

いては、農業者が最低限取り組むべき規範（農業

環境規範）の普及・定着を図るとともに、たい肥

等による土づくりと化学肥料や化学合成農薬の使

用低減に一体的に取り組むエコファーマー＊１の

認定を促進することとされている。

エコファーマーは着実に増加しており、その認

定件数は、2007年９月現在で15万５千件となって

いる（図Ⅰ－59）。

＊１ 「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」に基づき、たい肥等による土づくりと化学肥料、化学
合成農薬の使用の低減に一体的に取り組む計画（持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画）を提出して、都
道府県知事より認定を受けた農業者の通称
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図Ⅰ－58 環境保全を重視した農業生産

資料：農林水産省作成 
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図Ⅰ－59 エコファーマーの
認定件数の推移と目標

資料：農林水産省調べ 
　注：1）目標は、「農林水産省生物多様性戦略」で掲げられている 
　　　  数値 
　　　2）2007年度は９月末現在の数値 
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